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 誤(旧) 正(新) 

P.2 

下 5 

実施予定となるなど， 実施されるなど， 

P.6 

下 12 

2020年 4月までには その必要性が薄れれば近い将来 

P.19 

下 4 

2020年 4月予定 近い将来 

P.101 

上 5 

すべての電気の使用者に対し自由に電気の

供給契約を結ぶことが可能（電力の小売り部

門の全面自由化）になった。 

すべての電気の使用者に対し自由に電気の供給契約を結

ぶことが可能（電力の小売り部門の全面自由化）になっ

た。自由化後は多様な業種からの小売事業への参入が進

み，登録小売事業者は 2021 年 10 月時点で 700 社を超え

る。 

P.102 

下 2 

（例：中国電力の従量電灯 A）とアンペア料

金制（二部料金制）を採用している会社（例：

東京電力の従量電灯 B）がある。 

 

（表 4.1 に例示した中国電力の従量電灯 A 等）と二部料

金制（アンペア契約制）を採用している会社（東北電力の

従量電灯 B等）がある。 

P.103 

表4.1 

 

正(新) 

  



 誤(旧) 正(新) 

P.108 

下 4 

 

 

 

 

 

2015年度は 18.9 兆円となっている。この

うち約 34％が電灯料金収入，約 49％が電力

料金収入である。地帯間販売電力料は 0.4兆

円である。 

東京電力グループを除く 9 社の合計で 2019 年度は約

12.7兆円になっている。このうち約 30％が電灯料金収入，

約 45％が電力料金収入である。この表において地帯間販

売電力料とは，他の一般電気事業者に対する電気の販売

収入をいい，他社販売電力料とは，一般電気事業者以外の

電気事業者に対する電気の販売や卸電力市場取引を通じ

た電気の販売収入等をいう。 

P.109 

下 4 

電力コストは、図 4.1 に示すように、設

備投資に伴う減価償却費や資金調達に伴う

支払利息等の資本費や設備の保安工事等に

伴う修繕費、発電に必要な燃料費等で構成

される。 

電力会社は電気の供給のために膨大な固

定資産を有することから，一般的に，資本

費や修繕費の比率が高い傾向にあるが，一

方で燃料費についても，石油ショック等燃

料価格の上昇時は電力コストの中で大きな

比率を占めることとなる。 

東日本大震災以降は，原子力発電の停止

に伴う火力発電比率の上昇を受けて，電力

コストに占める燃料費の比率が大きく上昇

した。 

 

 

 

 

 

 

 図 4.1は，電力コストの構成比の推移を示したもので

ある。この図にあるように，電力コストは設備投資に伴

う減価償却費や資金調達に伴う支払利息等の資本費，設

備の保安工事等に伴う修繕費，発電に必要な燃料費等か 

ら構成される。 

 電気事業の全面自由化前には，供給義務が課された電

力会社にとって安定供給が重要課題であったため，電力

需要の増大に対応した設備投資や設備の予防保全に経営

資源の重点を置いてきた。このためコストに占める資本

費や修繕費の比率が相対的に高かった。自由化後は競争

力を高める観点から投資をできる限り抑制する事業運営

に切り替えており，全コストに占める資本費等の比率は

低下してきている。他方で再生可能エネルギーの固定価

格買取制度の導入により，電力会社には再生可能エネル

ギーの買取義務が課されたことから、最近は他社購入電

力料が一貫して増大してきており，その傾向が構成比に 

も現れている。 

 燃料費は，燃料価格と燃料使用量によって変動するが，

石油ショック後には急激な燃料価格の上昇により全コス

トの三分の一以上を燃料費が占めることとなった。それ

以降原子力、石炭等の石油代替電源の開発に伴い比率が

低下してきたが，2011 年の東日本大震災後は原子力発電

の運転停止に伴う火力発電の比率上昇を受けて，全コス

トに占める燃料費の比率が再び高まった。その後は原子

力発電の再稼働や再生可能エネルギーの増加に伴い比率

が低下傾向にある。 

P.161 

上 4 

 

「真空中に 1 メートルの間隔で平行に置か

れた無限に小さい円形の断面を有する無限

に長い 2本の直線状導体のそれぞれを流れ，

これらの導体の長さ 1 メートルにつき

2 × 10−7ニュートン[N]の力を及ぼし合う一

定の電流」と定義されている。 

 

「電気素量を 1.602 176 634×10-19 クーロンとするこ

とによって定まる電流」と定義されている。 



P.109 

表4.2 

 

P.110

図4.1 
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正(新) 




